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１ 基本的事項 

 

（１）第４次行政改革推進計画の位置づけ 

 

 本市の限られた財源と人員で持続可能な行財政運営を行っていくことを目的

に、平成 29年 12月 1日「第３次別府市行政改革大綱」を策定しましたが、大

綱に掲げる内容を実現するための具体的な取組を示した計画が「第４次行政改

革推進計画」です。 

これまで、本市では、最上位計画である別府市総合計画後期基本計画の実現を

目指し、各年度における事務事業の実施計画によってその実効性を確保してき

ました。 

本計画の策定に当たっては、実施計画によって顕在化した本市の財政収支見

込み、社会情勢、さらには平成 27年 8月 28日付け総務大臣通知「地方行政改

革の推進に関する留意事項について」を踏まえ、基本方針を「べっぷの未来を創

る持続可能な行財政運営の推進」と設定しました。  

市民生活に必要な行政サービスを維持し、本市のみらいを共創するために必 

要な財源を確保するとともに、社会経済情勢や市民ニーズに的確かつ迅速に対

応するために、各改革項目については、主管課及び関係課を明示し、可能な限り

目標数値を設定して量的かつ質的改革を推進します。 

 また、必要に応じて改革項目及び目標数値の見直しを行い、取組内容の充実 

を図ります。 

 

 

（２）計画期間 

 

計画期間は 2018(平成 30)年度から 2022年度の 5年間とします。 

 

 

（３）目標効果額 

 

目標効果額目標効果額目標効果額目標効果額        ２５２５２５２５億円億円億円億円        （５年間の累積値） 

 

 質の高い行政サービスを維持し、新たな行政課題に挑戦するために掲げた財

政目標である「基金残高５０億円」を堅持するため、財政収支の中期見通しによ

る２０２２年度における不足見込額及び安定的財政運営のための財源を確保し

ます。 
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（４）推進体制 

 

 市長を本部長とする「行財政改革推進本部会議」の総括のもと、進捗管理を

行いながら、全庁体制で推進します。 

  改革項目の評価については、内部評価に加え、有識者や市民で構成する「行

財政改革市民委員会」による外部評価を行い、評価の客観性、透明性を高めま

す。 

  また、進捗状況等については年度ごとにホームページで公表します。 
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２ 行政改革のこれまでの取組と成果 

 

これまでの取組 

行財政健全化 
昭和 61年 別府市行財政健全化計画策定 

昭和 63年 別府市行財政健全化実施計画（昭和 61年度～67年度）策定 

第１次行革 
平成  8年 別府市行政改革大綱策定 

平成 10年 別府市行政改革推進計画（平成 9年度～12年度）策定 

第２次行革 

平成 16年 第２次別府市行政改革大綱策定 

平成 16年 第２次別府市行政改革推進計画（平成 16年度～20年度）策定 

平成 16年 別府市緊急財政再生プラン（平成 16年度～20年度）策定 

平成 18年 別府市定員適正化計画（平成 17年度～21年度）策定 

平成 18年 別府市集中改革プラン（平成 17年度～21年度）策定 

第３次行革 
平成 22年 第３次別府市行政改革推進計画（平成 22年度～26年度）策定 

平成 24年 第２次別府市定員適正化計画（平成 24年度～33年度）策定 

 

 

 第 3次行政改革推進計画（平成 22～26年度）では、第 2次推進計画で実施し

た改革項目を継続的に推進するとともに、ごみ収集業務第 3 次民間委託や定員

適正化の推進及び福利厚生事業の見直し等を進めたことにより、33 億 5600 万円

の財政効果額を達成しました。 

また、第 1次定員適正化計画では、平成 22年 4月まで市民 115人以上に対し

て職員 1 人という目標に対し、市民 120 人に対し職員 1 人、削減実績 90 人で

あり、計画を上回る職員数の削減が図られました。第 2 次定員適正化計画では

平成 33年度までに 129人の削減目標を掲げて取り組んでいます。 
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行政改革の成果 

第第第第２２２２次行政改革推進計画次行政改革推進計画次行政改革推進計画次行政改革推進計画（（（（平平平平 16161616～～～～20202020））））    実績額実績額実績額実績額    78787878億億億億 4000400040004000万円万円万円万円    

［主な取組］給与制度・退職金制度の見直し、ごみ収集業務の一部民間委託（1次、2

次）、補助金の見直し（一律カット）養護老人ホーム扇山の民間移管、市立保育所等の民

間移管・再編、前納報奨金・納税組合奨励金の廃止、敬老祝金制度の見直し、使用料の

見直し、未利用財産の有効活用など    （単位：百万円） 

大 綱 項 目 効果額 
市民ニーズに対応する行政サービスの推進 7 

事務事業の整理・効率化の推進 2,730 
地方分権に対応した組織・機構の見直し 253 

定員管理及び給与の適正化 2,083 

健全な財政運営の確立 2,767 

合    計 7,840 

 

第第第第３３３３次行政改革推進計画次行政改革推進計画次行政改革推進計画次行政改革推進計画    （（（（平平平平 22222222～～～～26262626））））実績額実績額実績額実績額    33333333億億億億 5600560056005600万円万円万円万円    

［主な取組］ごみ収集業務の一部民間委託（3次、平 25）、職員定員適正化の推進、給与

制度の見直し、福利厚生事業の見直し、未利用財産の有効活用、前納報奨金、納税組合

奨励金の廃止              （単位：百万円） 

大 綱 項 目 効果額 

事務事業の整理・効率化の推進 195 

定員管理及び給与の適正化 1,861 

健全な財政運営の確立 1,300 

合    計 3,356 

 

職員数の推移 

 
第 1 次定員適正化計画（平成 17 年度～平成 21 年度）では、「市民 115 人以上に対して職員 1 人」と

いう目標に対し、平成 22 年 4 月市民 120 人に対し職員 1 人、削減実績 90 人を達成しました。（平成

17 年 4 月 1,098 人⇒平成 29 年 4 月 920 人（削減人数 178 人、削減率 16.2%））  

平17 1,098人
平22 1,009人 平29 920人

0人

200人

400人

600人

800人

1,000人

1,200人

1,400人

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29



5 
 

３ 本市の現状と課題 

 

（１）社会構造 

 

 平成 27年 10月 27日に策定した、「まちをまもり、まちをつくる。べっぷ

未来共創戦略―まち・ひと・しごと創生 別府市人口ビジョン―」では、本市

の総人口は、1980（昭和 55）年の 136,485人をピークに、2010（平成 22）

年には 125,385人まで減少しています。 

国立社会保障・人口問題研究所1の推計によると、本市の人口は今後も減少

傾向が続き、2040年には 10万人を下回ることが見込まれています。 

年少人口と生産年齢人口（15～64歳未満）が減少する中、老年人口（65歳

以上）は 2020年まで急増した後、微減又は横ばい傾向になり、子どもの人口

が高齢者の 2倍のスピードで減っていくと想定されます。 

 

 

年齢３区分別人口の推移、将来推計（1980 年～2060 年） 

 
出所：国勢調査（1980 年－2010 年） 

国立社会保障人口問題研究所推計（2015 年―2060 年）によると、本市人口は、2040 年には 10 万人を

下回り 98,568 人になると推計されます。 

  

                                            
1
国立社会保障人口問題研究所（社人研）：厚生労働省に所属する国立の研究機関。人口や世帯

の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度について研究を行っている。 
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（２）財政状況と今後の課題 

 

財政状況については、歳入に占める市税の割合が 3 割に満たず、自主財源

も 35％程度です。類似団体と比較しても自主財源比率が低く、市民一人当た

りの収入が少ないのが特徴です。 

平成 28年度決算における経常収支比率2は 97.8％であり、経常的収入約 253

億円のうち、使途が自由な収入は約 5.6億円(2.2％)に過ぎません。 

一方で、歳出では、福祉、社会保障費などの経費である民生費の占める割合

が著しく大きく、毎年入ってくる経常的収入については、民生費などすでに使

途が決まっている固定的経費の割合が大きいため、投資的な経費である建設

事業費や観光費などに回せる収入が少なくなります。 

  また、市民一人当たり公共施設床面積比較は全国平均の 3.78㎡を大きく上

回る 4.17㎡で、現在、市が保有する施設を全て現状維持するとした場合、現

在の予算の 2倍以上の経費が必要となります。約 7割の施設が、築 30年以上

で老朽化しており、耐震基準を満たしていない施設も全体の約 6 割に及びま

す。今後は、市民が必要とするサービス機能を維持しつつ、住民サービスの集

約化と複合化を進めるとともに、公共施設の整備や運営に民間活力の導入を

検討しなければなりません。 

  財政運営においては、市税収入の減収、公共施設改修費や社会保障関係費の

財政需要が増加し、財政収支の赤字により基金の減少が見込まれ、中期財政見

通しでは、財政目標である基金残高 50億円を割ることが懸念されます。 

  さらには、地方行革についての政府の取組として、平成 28年 8月に総務大

臣による「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」が通知さ

れ、質の高い行政サービスを効率的・効果的に提供するため、行政サービスの

オープン化・アウトソーシング3化の推進（民間委託・指定管理者制度等の活

用）、自治体情報システムのクラウド4化の拡大、公営企業・第三セクター等の

経営健全化、地方自治体の財政マネジメントの強化、PPP/PFI5の拡大などの

業務改革を推進することが求められています。 

 

 
                                            
2 経常収支比率：毎年入ってくる収入（経常一般財源）のうち、使途が決まっている収入の割合。

割合が高いほど財政運営が制約される。 
3 アウトソーシング：業務を外部の専門業者などに委託すること。 
4 クラウド：クラウドコンピューティングの略。データをインターネット上に保存するため、様々

な環境のパソコンや携帯電話からでもデータの閲覧や編集が可能となる。 
5 PPP/PFI：公共施設等の設計、建設、維持管理等に民間の資金とノウハウを活用して、公共サービ

スの提供を民間主導で行うこと。 
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自主財源の比較（平成 27 年度決算） 

 市民一人当たりの歳入を類似団体と比較すると国や県が支出する「依存財源」が多く、本市が自主的に

収入できる「自主財源」が少ないことがわかります。 

性質別歳出の構造（平成 27 年度決算） 

 

 類似団体と比べると福祉関係経費である扶助費割合が著しく高いほか、人件費、繰出金の割合が高い一

方、普通建設事業費や物件費の割合が低いことがわかります。 
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市民一人あたり性質別歳出（平成 28 年度決算）

 決算額を人口で割った市民一人当たり額です。類似団体の数値を上回る経費は赤字で表記しています。 

 扶助費は 141,421 円／人であり、類似団体や県内都市と比べると著しく大きいことがわかります。 
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生活保護費

7,055百万円

39.6％

児童福祉費

5,390百万円

30.2%

障害者福祉費

4,623百万円

25.9%

こども医療・就学援助等

445百万円 2.5%
高齢者福祉費

328百万円

1.8％

扶助費の推移 

別府市の歳出のうち約３分の１を占める扶助費は、年々増加傾向にあります。 

 

扶助費の目的別内訳の推移 

 生活保護費は概ね横ばい、単価改定や利用者の増加などにより障害福祉費や児童福祉費の伸びが続

いています。

 扶助費の約 40%を生活保護費が占め、

児童福祉費約 30%、障害者福祉費約 26%

の順となっています。 
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7,301

生活保護費

7,034

児童福祉費 5,390

児童福祉費 5,252

児童福祉費 4,863

児童福祉費 4,707

児童福祉費 4,659

児童福祉費 4,707

障害者福祉費 4,623

障害者福祉費 3,718

障害者福祉費 3,538

障害者福祉費 3,452

障害者福祉費 3,239

障害者福祉費 2,773

その他 773

その他 945

その他 1,104

その他 691

その他 706

その他 686

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

平28

平27

平26

平25

平24

平23

（単位：百万円） 

扶助費の構成比（平成 28 年度決算） 

（単位：百万円） 
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市税の推移 

 

 税源移譲により平成 19 年に一時的に増加しましたが、年々減少し、移譲前の水準まで低下しています。 

 

経常収支比率の推移 

 

 

  

 

 経常収支比率とは毎年入ってくる収入（経常一般財源）のうち、使途が決まっている収入の割合で財政構

造の弾力性を示す指標とされ、この比率が高いほど、政策的事業に使う財源が少なく財政運営が制約され

ます。 

 人口規模や産業構造が似ている類似団体と比較すると、本市の比率は高く財政構造が硬直化傾向にある

と言えます。  

13,969

13,771

14,686 14,675

14,164

14,006
14,167

13,827
13,795 13,738

13,597
13,732

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

94.9% 94.7%

92.9%

95.1% 95.1%
93.9%

91.8%

97.8%

93.5%

91.4%

89.9% 90.3% 89.5%
90.8% 91.3%

平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

別府市

類似団体

類似団体の平成28年度分経常収支比率は未公表

97.8%

2.2%

経常的収入のうち使途

が決まっている収入 

[平成 28年度決算] 

（単位：百万円） 

23,708 

23,137 

23,623 

24,063 

24,692 

1,227 

1,204 

1,546 

2,155 

559 

平24年度

平25年度

平26年度

平27年度

平28年度
（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

使途が決まっていない収入 
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使用料の推移 

 
 施設の老朽化に伴う維持管理費が増加しているにもかかわらず、公共施設の使用料収入は年々減少傾向

にあることがわかります。 

 

 

  
 現在、本市の公共施設は 385 施設、床面積で甲子園球場 39 個分に及びます。現在保有の施設を全て

維持更新していくと、現在の予算の 2 倍以上の経費が必要となります。 

  

848 855 

787 

727 721 700 692 689 698 705 

平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

3

3.3

3.6

3.9

4.2

別府市

4.17 全国平均

3.78

（㎡／（㎡／（㎡／（㎡／人人人人））））

（単位：百万円） 

今後の施設改修等に必要な経費 市民１人当たり公共施設床面積 

（㎡／人） 
今後必要な費用 

2200220022002200億円億円億円億円    
÷÷÷÷    
50505050年年年年    

＝＝＝＝44444444億円億円億円億円    
現在 

22220000億円億円億円億円    

２倍以上 



12 
 

今後の財政収支の見通し 

 
 
 市税収入の減少、公共施設改修費や社会保障関係費の財政需要の増加等の要因により、今後の財政運

営では、財政調整用基金（＝「市の貯金」）は減少する見込みです。 

 一般的な行政サービスを提供するために必要な標準財政規模は、本市では約 250 億円であり、その 20％

である基金残高 50 億円が財政目標ですが、平成 31 年度以降はそれを割り込む見込みです。 

▲ 700

▲ 1,672
▲ 1,032

▲ 607 ▲ 706

9,381 

8,125 

6,009 

4,982 
4,381 3,680 

平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33

人口減少、地域経済・産業活動の縮小

市税収入市税収入市税収入市税収入のののの減収減収減収減収

公共施設の老朽化の加速

公共施設改修費公共施設改修費公共施設改修費公共施設改修費のののの増加増加増加増加

少子高齢化の加速

社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費のののの増加増加増加増加

（標準財政規模の20％） 不
足
見
込
額

財政目標財政目標財政目標財政目標

基金残高50億円のライン

▲2,124 （単位：百万円） 
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４ 改革項目総括表 

 
重要 

課題 実施項目 改革項目 
目標 

数値 
頁 

１ 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

（１）効率的で質の高い窓口
サービスの提供 1 市民満足度の高い行政サービスの推進   18 

（２）国際化への対応 
2 職員及び在住外国人の語学能力向上   18 

3 サポート体制の整備   19 

（３）多様なツールを活用し
た情報発信と行政情報
の共有化 

4 多様な情報媒体の活用 ○ 19 

5 オープンデータの取組の推進   20 

（４）ICT の活用 

6 ＩＣＴ活用能力及びセキュリティ意識の向上   20 

7 クラウドへの取り組みの推進  21 

8 マイナンバーカード活用による行政サービスの拡充   21 

２ 

市
民
と
の
協
働
・ 

地
域
力
の
強
化 

（１）協働の推進 
9 協働のまちづくりの推進   22 

10 民間の力をいかす公民連携の推進 ○ 22 

（２）地域コミュニティ 
  の支援 

11 中規模多機能自治区の形成   23 

12 コミュニティ・スクールの取組の充実 ○ 23 

13 「地域応援隊」の結成 ○ 24 

（３）防災体制の強化及び防
災意識の醸成 

14 自主防災連携訓練の実施 ○ 24 

15 消防団の活性化による防災体制の強化 ○ 25 

３ 

公
共
施
設 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

の
推
進 

（１）公共施設の適正配置と
管理運営の効率化 16 公共施設の適正配置の推進 ○ 26 

（２）公共施設のライフサイ
クルコストの縮減 17 ライフサイクルコストの縮減 ○ 27 

（３）指定管理制度運用の継
続的な改善 18 指定管理者制度の拡充  28 
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重要 

課題 実施項目 改革項目 
目標 

数値 頁 

４ 

持
続
可
能
な
財
政
運
営 

（１）財源の確保 

19 未利用財産の有効活用と処分  29 

20 税制の見直し等による自主財源の確保   29 

21 広告料収入の確保   30 

22 新たな取組みによる収入確保   30 

23 債権管理条例制定に伴う適正な市債権の管理  31 

24 徴収率の向上 ○ 31 

25 国民健康保険税の徴収率向上 ○ 32 

26 住宅使用料徴収率の向上 ○ 32 

27 下水道事業の健全化 ○ 33 

（２）受益者負担の適正化 28 使用料の見直し  34 

（３）補助金等の見直し 29 補助金等の見直し  34 

５ 

効
率
的
な
行
政
運
営 

（１）総合調整・政策形成機

能の充実 
30 効率的な行政経営システムの確立  35 

（２）事務事業の見直し 

31 行政評価制度の再構築  36 

32 心身障害者福祉手当の再構築  36 

33 高齢者福祉施策の総合的な見直し  37 

34 施設監査体制の見直し  37 

35 生活保護制度の適正化  38 

36 現業職場の在り方の検討  38 

（３）弾力的で機動性のある

組織体制の確立 

37 組織・機構の見直し   39 

38 災害時業務継続計画（ＢＣＰ）の策定  39 

（４）行政需要に合った職員
配置及び給与の適正化 39 柔軟で弾力性のある職員の配置と給与の適切な見直し   40 

６ 

人
材
の
育
成 

（１）時代の要請に応える人
材育成 40 組織を横断して調整できる職員の育成   41 

（２）コンプライアンスの推
進体制の整備 41 コンプライアンスに関する研修等の実施   42 

（３）多様な人材の確保 42 採用試験の見直し及び広報の強化   42 

（４）多様な働き方の推進 43 長時間労働の是正及び仕事と家庭の両立支援   43 
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５ 目標数値の設定 

 

１ 行政サービスの向上 

 4 多様な情報媒体の活用 
情報媒体の反応数の伸び率 

110％（毎年度） 

２ 市民との協働・地域力の強化 

 

10 民間の力をいかす公民連携の推進 
事業形成に向けた対話参加企業数 

125 社（5年間累計） 

12 コミュニティ・スクールの取組の充実 中学校区内共通取組実施校率 100％ 

13 「地域応援隊」の結成 
地域応援隊登録数  160 人 

地域応援隊派遣回数 68 回 

14 自主防災連携訓練の実施 自主防災会連携訓練実施率 100％ 

15 消防団の活性化による防災体制の強化 消防団員数 450 名 

３ 公共施設マネジメントの推進 

 
16 公共施設の適正配置と管理運営の効率化 施設延床面積 5％削減 

17 ライフサイクルコストの縮減 （2019 年度設定予定） 

４ 持続可能な財政運営 

 

24 徴収率の向上 徴収率 96％ 

25 国民健康保険税の徴収率向上 徴収率 94.30％ 

26 住宅使用料徴収率の向上 徴収率 99.63％ 

27 下水道事業の健全化 接続率 88.4％ 

５ 効率的な行政運営 

６ 人材の育成 

※目標数値は必要に応じて見直しを行います。 

※策定時点で具体的な数値が出ないものについては「-」で表示しています。  
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改革項目の説明 
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（記載内容の説明） 

 

 
 

Ａ 重要課題／実施項目 

平成 29年 12月 1日に策定された第３次別府市行政改革大綱で設定した「６項

目の重要課題」及び「実施項目」に対応する番号を表示しています。 
 

Ｂ 主管課／関係課 

改革項目の取組を実施する担当課及び関係課を記載しています。 
 

Ｃ 改革項目 

13ページ記載「改革項目総括表」の「改革項目」を表示しています。 
 

Ｄ 改革内容 

改革項目の取組内容について説明しています。 
 

Ｅ 目標年度 

改革内容の達成に向けた取組行動計画を設定しています。 
 

Ｆ 目標数値 

量的かつ質的改革の推進のため、可能な限り設定した目標数値を記載していま

す。現時点で目標数値を設定できない項目については「-」を表示しています。 

Ａ Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ Ｆ 
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【１ 行政サービスの向上】 

 

（１）効率的で質の高い窓口サービスの提供 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 

総務課 

総合政策課 
関係課 

職員課・情報推進課・ 

窓口担当各課 1 (1) 1 

改 革 項 目 市民満足度の高い行政サービスの推進 

≪改革内容≫  
  

①窓口業務における市民の各種届出手続きの簡略化、簡素化を目的とした窓口業務

を検討します。煩雑な手続書類作成の負担軽減を図るためのシステム改修を併せ

て検討します。 

②平日の開庁時間延長による利便性向上を目指し、市民ニーズの把握、関係課の抽

出、対象業務の選定を行います。 

③窓口業務のアウトソーシング導入に向けた取組に着手します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 

目標 

数値        
- 

①検討  ①導入   

②検討・導入    

③業務選定・ 

 育成・導入   
   

 

 

（２）国際化への対応 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 文化国際課 関係課  

1 (2) 2 

改 革 項 目 職員及び在住外国人の語学能力向上 

≪改革内容≫  
  

①外国人来庁者に対し、円滑な窓口対応を行うために、職員を対象に「初級英語教

室」を開催するとともに、英語圏以外の方にも対応できるよう、やさしい日本語

等での学習の場を設けます。 

②在住外国人を対象とする初級日本語講座「日本語楽々トーク」を開設します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 文化国際課 関係課  

1 (2) 3 

改 革 項 目 サポート体制の整備 

≪改革内容≫  
  

①在住外国人や観光客にとって必要な情報や各種イベント情報等を多言語化して発

信します。 

②留学を希望する市民へ市報やホームページ等を活用した各種情報の提供及び大規

模イベントの開催に併せた市民との交流機会の創出など、国際化へ向けたサポー

ト体制を整備します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

 

（３）多様なツールを活用した情報発信と行政情報の共有化 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 秘書広報課 関係課 

情報推進課・観光課・ 

防災危機管理課 1 (3) 4 

改 革 項 目 多様な情報媒体の活用 

≪改革内容≫  
  

①多様な情報媒体をいかした情報発信を追究し、市民に親しまれる広報力の高い情

報媒体を育てます。 

②印刷媒体（広報誌等）、インターネット、生放送スタジオ、庁舎シアターなど利

用可能な全ての情報媒体を有効に活用できるようにします。 

③市民が必要とする情報を広く、素早く共有し、危機発生時にも広報面から市民の

被害を最小限化できるようにします。 

④外国人観光客を含めた観光客の積極的な誘客のため、インターネットを利用した

情報発信を推進します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        

情報媒体の反応数 

の伸び率 110％ 

（毎年度） 
実施     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 

情報推進課 

総合政策課 
関係課 全課 

1 (3) 5 

改 革 項 目 オープンデータ１１１１の取組の推進 

≪改革内容≫  
  

①行政の透明性の向上、地域の課題解決、地域経済の活性化を目的として、行政の

持つ幅広いデータをオープンデータとして公開し、活用を推進します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

１１１１ オープンデータ：多くの人々や企業が利用できるように一般的に公開されている調査データ 

 

 

（４）ICTの活用 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 情報推進課 関係課  

1 (4) 6 

改 革 項 目 ＩＣＴ２２２２活用能力及びセキュリティ意識の向上 

≪改革内容≫  
  

①ノウハウの共有や研修の実施により、ＩＣＴ活用能力の向上を図るとともに、情

報の不正利用や流出を防ぐための情報セキュリティに対する職員の意識の向上を

図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

２２２２ ＩＣＴ：情報通信技術（Information and Communication Technology） 
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 情報推進課 関係課  

1 (4) 7 

改 革 項 目 クラウド３３３３への取り組みの推進 

≪改革内容≫  
  

①災害対策、セキュリティ対策、費用削減を目的として、クラウド（自治体クラウ

ド又は単独クラウド）への取り組みを推進します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

検討 一部実施    

 

３３３３ クラウド：クラウドコンピューティングの略。データをインターネット上に保存するため、様々な環境のパソコンや携帯電話か
らでもデータの閲覧や編集が可能となる。 

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 

総合政策課・市民課・ 

総務課・情報推進課 
関係課 

職員課・社会教育課・ 

窓口各課 1 (4) 8 

改 革 項 目 マイナンバーカード活用による行政サービスの拡充 

≪改革内容≫  
  

①各種証明書等を取得する手段を増やすことで利便性向上を図るため、コンビニ交

付４４４４、出張所・地区公民館の在り方や役割についての総合的な検討を行います。 

②「マイナポータル５５５５」及び「マイキープラットホーム６６６６」の運用開始に伴い、本市

においても行政サービス手段の一つとして、どのサービスをどのような形で提供

するかを検討します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

４４４４ コンビニ交付：マイナンバーカードを利用して市区町村が発行する証明書（住民票の写し、印鑑登録証明書等）が全国
のコンビニエンスストア等のキオスク端末（マルチコピー機）から取得できるサービス  

５５５５ マイナポータル：政府が運営するオンラインサービス。子育てに関する行政手続きのワンストップや、行政からのお知ら
せが自動的に届くシステム  

６６６６ マイキープラットホーム：マイナンバーカードを活用し、公共施設などの様々な利用者カードを 1 枚で対応できるようにし、
各自治体のポイントなどをクラウド化し、飛躍的な低コスト化を図ることに併せ、クレジットカード会社などのポイントやマイレ
ージを地域経済応援ポイントとして全国各地に導入・合算し、様々な住民の公益的活動の支援と地域の消費拡大につな
げようとするプロジェクト  
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【２ 市民との協働・地域力の強化】 

 

（１）協働の推進 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 自治振興課 関係課 関係各課 

2 (1) 9 

改 革 項 目 協働のまちづくりの推進 

≪改革内容≫  
  

①人材や組織の育成に取り組むとともに市民が自主的にまちづくり活動に参画でき

る取組みを通じて、市民と市が共に公を担う協働のまちづくりを推進します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 公民連携課 関係課 自治振興課・関係各課 

2 (1) 10 

改 革 項 目 民間の力をいかす公民連携の推進 

≪改革内容≫  
  

①これまで行政が単独で取り組んできた分野に、民間企業や金融機関、大学等の

「民間の力」を活用するために、提案、相談、情報・意見交換等を行う「べっ

ぷ公民連携ＬＡＢＯ」を開設し、公民連携事業を推進します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        

事業形成に向けた 

対話参加企業数 

125 社 

（5 年間累計） 
実施     
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（２）地域コミュニティの支援 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 自治振興課 関係課 関係各課 

2 (2) 11 

改 革 項 目 中規模多機能自治区の形成 

≪改革内容≫  
  

①将来の人口減少、少子高齢化を見据え、中学校区程度の規模感をもって、多様な

団体等が連携・協力して共通する地域課題を解決する取組みを支援するため、ひ

とまもり・まちまもり自治区形成事業等を実施します。 

②事業を円滑に進めるため、校区内の幅広い人材によって組織される自治区協議会

の設立を推進します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 

教育政策課 

学校教育課 
関係課 自治振興課・社会教育課 

2 (2) 12 

改 革 項 目 コミュニティ・スクール７７７７の取組の充実 

≪改革内容≫  
  

①地域課題を解決するために、各学校に設置されている学校運営協議会を活用して、

中学校区ごとの小・中学校連携のもと、地域課題解決に向けた取組を共通理解し

て、学校と地域が協働した取組を行います。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        

中学校区内共通取組

実施校率 100％ 実施     

 

７７７７ コミュニティ・スクール(ＣＳ)：学校運営協議会を設置している学校のこと。 
学校運営協議会では、教育目標の実現に向け、地域に根ざした学校づくりを進めます。 
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 自治振興課 関係課 職員課 

2 (2) 13 

改 革 項 目 「地域応援隊」の結成 

≪改革内容≫  
  

①地域の活性化を図るため、市職員を「地域応援隊員」として登録し、自治会等が

地域活動を行う際に、地域からの依頼に応じて応援隊員を派遣します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 

目標 

数値        

地域応援隊登録数 

160 人 

地域応援隊派遣回数 

68 回 

実施     

 

 

（３）防災体制の強化及び防災意識の醸成 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 防災危機管理課 関係課 

福祉保健部・ 

自治振興課・消防本部 2 (3) 14 

改 革 項 目 自主防災連携訓練の実施 

≪改革内容≫  
  

①自主防災会が機能的に活動していくためには、地域内外の資源との連携が不可欠

であるため、他の機関と連携した「自主防災連携訓練」を実施します。 

②地域住民だけでは解決できない問題を、地域内外の機関と連携し、みんなで仕組

みを創り、みんなが繋がり、解決していく体制を平常時から構築し、訓練を通じ

ての地域づくりと資器材整備により地域防災力の向上を目指し、現在、市が行う

災害対応業務（避難所運営等）の分担化を図ります。 

③訓練実施及び対応力向上のため、計画・実施の指導や補助金等の支援を行いま

す。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        

自主防災会連携訓練 

実施率 100％ 実施     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 消防本部 関係課 

自治振興課・防災危機管理

課・スポーツ健康課 2 (3) 15 

改 革 項 目 消防団の活性化による防災体制の強化 

≪改革内容≫  
  

①消防団員の増員や機能別消防団導入の調査・研究に取り組むことにより、地域防

災の担い手である消防団の充実・活性化を行います。 

②地域消防アドバイザーの活用により、小中学校、自治会等への防火・防災意識の

普及等を行うことで、地域における防災体制の強化を図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
消防団員数 450 名 検討 

実施 
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【３ 公共施設マネジメントの推進】 

 

（１）公共施設の適正配置と管理運営の効率化 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 公民連携課 関係課 

総務課・財政課・ 

施設所管課 3 (1) 16 

改 革 項 目 公共施設の適正配置と管理運営の効率化 

≪改革内容≫  
  

①別府市公共施設再編計画に定める用途別の適正配置方針に基づき、具体的な地

域・地区を選定し、どのように再配置を実施していくかを示す個別計画を適宜策

定します。 

②個別計画は、全地域・全地区を一斉に対象にするのではなく、老朽化等による建

替えなど対応が急がれる施設がある地域・地区から優先的に選定を行い、施設ご

とに建替え・廃止・複合化等を実行し、施設総量の削減に取り組みます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        

施設延床面積 

5％削減 検討 一部策定 検討   
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（２）公共施設のライフサイクルコストの縮減 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 施設整備課 関係課 施設所管課 

3 (2) 17 

改 革 項 目 ライフサイクルコスト 8888の縮減 

≪改革内容≫  
  

①適正な規模・仕様及び省エネ機器の採用等、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の

縮減を考慮した「施設基準」を策定し、新築設計に反映します。 

 また、施設改修時にも同基準を可能な範囲で準用します。 

②各施設のベース照明を計画的にＬＥＤ照明に改修します。 

 また、改修予定表を作成し、目標進捗率（目標値）を設定します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
2019 年度設定予定 ①検討 ①策定 ①実施   

②検討  ②実施   
 

8888 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）：建物の生涯（建設～運用～解体）にわたって発生する費用のこと。 
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（３）指定管理者制度運用の継続的な改善 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 総合政策課 関係課 施設所管課 

3 (3) 18 

改 革 項 目 指定管理者制度 9999の拡充 

≪改革内容≫  
  

①新たに指定管理者制度導入可能な施設を継続的に検討します。 

②利用料金制 10101010の拡大や独立採算制を導入する施設増加を検討します。 

③指定管理者制度連絡協議会による情報共有・連携を図ると共に、定期的にガイド

ラインの見直しを行います。 

④定期的なモニタリング 11111111を通して住民ニーズや満足度を把握し、外部委員による

指定管理者制度評価部会がそのモニター結果を客観的に評価します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

9 指定管理者制度：体育館や図書館など地方公共団体が住民の福祉を増進する目的で設置した公の施設の管理運営
を、地方公共団体が指定した民間事業者を含む法人・団体に行わせる制度  

10 利用料金制：指定管理者制度を導入している公の施設の利用に際して料金を徴収している場合、得られた収入を地
方公共団体との協定の範囲内で管理者の収入とすることが出来る制度  

11 モニタリング：状態を把握するために観測や測定を行うこと。製品・サービスについて感想や評価を調べること。 
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【４ 持続可能な財政運営】 

 

（１）財源の確保 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 

総務課 

教育政策課 
関係課 財政課 

4 (1) 19 

改 革 項 目 未利用財産の有効活用と処分 

≪改革内容≫  
  

①公共施設の適正配置に伴う統廃合や集約化により、不用になった市有地や遊休地

の積極的な貸付及び売却を行い、財源確保に努めます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 市民税課 関係課 

総合政策課・財政課・ 

その他関係課 4 (1) 20 

改 革 項 目 税制の見直し等による自主財源の確保 

≪改革内容≫  
  

①あらゆる視点で税制の見直し等を検討し、自主財源の確保に努めます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

検討     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 総合政策課 関係課 

総務課・契約検査課・情報

推進課・その他関係課 4 (1) 21 

改 革 項 目 広告料収入の確保 

≪改革内容≫  
  

①市の資産（公用車、構造物、ウェブページ 12121212、広報物、印刷物その他の資産で有

料広告掲載可能なもの）を広告媒体として活用し、有料で広告掲載することによ

り新たな財源を確保します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

12121212    ウェブページ：インターネットのホームページ 

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 総合政策課 関係課  

4 (1) 22 

改 革 項 目 新たな取組みによる収入確保 

≪改革内容≫  
  

①ふるさと納税を拡充します。 

②クラウドファンディング 13131313型ふるさと納税による新規事業（起業、移住等）支援

をします。 

③ネーミングライツ 14141414スポンサーを積極的に導入します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

13131313    クラウドファンディング：インターネットを通じた不特定多数の個人からの小口資金調達方法。 
 

14141414    ネーミングライツ：企業名、ブランド名などを、スタジアムなどの施設の名称にする権利。または、そのような広告手法。
命名権 
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 債権管理課 関係課 全課 

4 (1) 23 

改 革 項 目 債権管理条例制定に伴う適正な市債権の管理 

≪改革内容≫  
  

①債権管理条例及び同施行規則を制定するとともにマニュアルを作成し、これまで

各担当課ごと独自に取組んでいた債権回収について、統一的な取組みにより、公

平な市民負担と自主財源の確保を図ります。 

②債権管理に関する研修会等を実施し、専門的知識の習得と適正な運用の浸透を図

ります。 

③各々の債権回収にかかる指導、助言を行うとともに、困難案件に対する支援を行

います。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 債権管理課 関係課  

4 (1) 24 

改 革 項 目 徴収率の向上 

≪改革内容≫  
  

①滞納者への定期的な催告にて自主的納付を促します。 

②速やかに資産調査を行い、差押えを強化します。 

③差押物件の積極的な換価を行います。 

④公売会の開催、インターネット公売等により換価を行うとともに、納税意識の啓

発に努めます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
徴収率 96％ 

実施     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 保険年金課 関係課  

4 (1) 25 

改 革 項 目 国民健康保険税の徴収率の向上 

≪改革内容≫  
  

①滞納者へは督促や催告を行い、自主的な納付を促します。 

②滞納者に対し速やかに資産調査を行い、差押さえを強化します。 

③納付額が年税額未満の者に対し、生活状況を把握すると共に増額指導を行いま

す。 

④財産調査を始め生活状況調査等を行った結果、資力がないと判断された場合は、

法令等に基づく滞納処分の執行停止などを行います。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
徴収率 94.30％ 

実施     

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 建築指導課 関係課  

4 (1) 26 

改 革 項 目 住宅使用料徴収率の向上 

≪改革内容≫  
  

①徴収強化に取り組み、現年住宅使用料の徴収率向上に努めます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
徴収率 99.63％ 

実施     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 下水道課 関係課  

4 (1) 27 

改 革 項 目 下水道事業の健全化 

≪改革内容≫  
  

①公共下水道未接続世帯への接続勧奨（接続率の向上）を行います。 

②地方公営企業法を適用します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
接続率 88.4％ ①実施     

②準備  ②実施   
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（２）受益者負担の適正化 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 財政課 関係課 予算計上課 

4 (2) 28 

改 革 項 目 使用料の見直し 

≪改革内容≫  
  

①受益者負担の公平性を確保するため、施設運営に要するコストに対し、利用者に

求める適正な負担割合を明確化することにより、料金の見直しを行います。 

②公の施設で運用している使用料の減額・免除制度を見直し、施設のランニングコ

ストに係る財源の一部確保を図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

 

（３）補助金等の見直し 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 財政課 関係課 予算計上課 

4 (3) 29 

改 革 項 目 補助金等の見直し 

≪改革内容≫  
  

①補助金等の公益性、公平性、必要性及び効果について個別に精査し、随時見直し

を行います。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     
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【５ 効率的な行政運営】 

 

（１）総合調整・政策形成機能の充実 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 総合政策課 関係課  

5 (1) 30 

改 革 項 目 効率的な行政経営システムの確立 

≪改革内容≫  
  

①庁内政策形成組織・システムを見直します。 

②行政経営会議、政策調整会議、実施計画調整会議、政策担当課長会議の見直し、

充実を図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 
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（２）事務事業の見直し 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 総合政策課 関係課  

5 (2) 31 

改 革 項 目 行政評価制度の再構築 

≪改革内容≫  
  

①事務事業の事業活動内容や目的を明確にし、翌年度事業を含めた各事務事業のコ

ストを把握する中で、妥当性、必要性、効率性、公平性、有効性等の観点から、

客観的に評価検証を行い、施策の目標、方針達成のための貢献度を分析し、実施

計画及び当初予算策定などに反映させます。 

②ＰＤＣＡサイクル 15151515により、成果を重視した評価を行うことによって、市の施策

や事務事業などを不断に見直し、効率的な行政運営や市民サービスの向上を目指

します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

15151515    ＰＤＣＡサイクル：Plan（立案・計画)、Do（実行）、Check（検証・評価）、Action（改善）の頭文字をとったもの。行政政策
や企業の事業活動にあたって計画から見直しまでを一貫して行い、されにそれを次の計画・事業にいかそうという考え方 

 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 障害福祉課 関係課  

5 (2) 32 

改 革 項 目 心身障害者福祉手当の再構築 

≪改革内容≫  
  

①既存の心身障害者福祉手当を見直し、障がいのある人が地域の中で自立して日常

生活や社会生活を送ることができる施策を検討します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 高齢者福祉課 関係課 関係各課 

5 (2) 33 

改 革 項 目 高齢者福祉施策の総合的な見直し 

≪改革内容≫  
  

①高齢者福祉施策を総合的に見直し、住民ニーズにあった事業を展開するとともに

事務量と支出の軽減を図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 福祉政策課 関係課 

障害福祉課・子育て支援

課・高齢者福祉課 5 (2) 34 

改 革 項 目 施設監査体制の見直し 

≪改革内容≫  
  

①福祉保健部各課で行っている指導監査や、権限移譲を含む事務の一元化を行い、

効率化を図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

検討     
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重要課題 実施項目 通番 
主管課 ひと・くらし支援課 関係課  

5 (2) 35 

改 革 項 目 生活保護制度の適正化 

≪改革内容≫  
  

①稼動年齢層の該当者に対し、ハローワークと協力して就労支援を行ないます。 

②精神障がい者等に対し、家族や医療機関と協力して退院促進を図ります。また、

レセプト 16161616点検を充実して適正受診の指導を行なうとともに、後発医薬品の使用

促進の取組を引き続き強化します。 

③収入や資産の調査を徹底するとともに、扶養義務者に対して義務の履行の徹底を

図ります。 

④警察と連携して行政対象暴力による不正受給を防止します。また、システム化に

より業務の効率化を図ります。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

16161616    レセプト：患者が受けた診療について、医療機関が保険者に請求する医療報酬の明細書 

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 

職員課 

教育政策課 

総合政策課 
関係課 関係各課 

5 (2) 36 

改 革 項 目 現業職場の在り方の検討 

≪改革内容≫  
  

①現業職場の在り方について検討し、今後の方向性を定めます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

検討     
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（３）弾力的で機動性のある組織体制の確立 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 

総合政策課 

職員課 
関係課  

5 (3) 37 

改 革 項 目 組織・機構の見直し 

≪改革内容≫  
  

①限られた人材で多様化する業務を遂行し、より効率的で弾力的な組織を目指し、

必要に応じて、部、課、係の再編等を行います。 

②関連事業を担当する複数の部署が、必要に応じて組織を横断して連携することに

より、財源と人材の有効活用や情報共有を図り、効率的な事務事業の実施に取り

組みます。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 検討 

実施 

    

 

 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 防災危機管理課 関係課 全課 

5 (3) 38 

改 革 項 目 災害時業務継続計画（ＢＣＰ17171717）の策定 

≪改革内容≫  
  

①市組織として、大災害時の災害対策業務の着手時期の目安と、通常業務の再開優

先レベル等を明確に定めることで、人的資源が不足する中、効率的な人員配置と

迅速な復旧、復興対応を図れるように業務継続計画（ＢＣＰ）計画を策定しま

す。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

策定 
検証 

見直し 
   

 

17171717    ＢＣＰ：業務継続計画(Business Continuity Plan)とは、災害時に行政自らも被災し、人、物、情報等利用できる資源に
制約がある状況下において、優先的に実施すべき業務を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続に必要
な資源の確保等をあらかじめ定める計画のこと。 
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（４）行政需要に合った職員配置及び給与の適正化 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 職員課 関係課  

5 (4) 39 

改 革 項 目 柔軟で弾力性のある職員の配置と給与の適切な見直し 

≪改革内容≫  
  

①別府市定員適正化計画により職員数を削減する中で、職員の配置については一時

的な行政需要や事務事業の増加等に対応するため、任期付職員や再任用職員を活

用するなど、弾力的な運用を行います。また、臨時的任用職員を「職員課付」と

し、職員配置に弾力性をもたせる制度運用、任期付職員や再任用職員のフルタイ

ム化など、新しい試みを検討します。 

②給与制度については、社会情勢の変化や人事院勧告等を踏まえ、適切に見直しを

行います。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

検討     
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【６ 人材の育成】 

 

（１）時代の要請に応える人材育成 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 職員課 関係課  

6 (1) 40 

改 革 項 目 組織を横断して調整できる職員の育成 

≪改革内容≫  
  

①別府市人材育成基本方針に基づき、職員の能力や意欲を高める施策に取り組みま

す。 

②人事評価制度について、評価研修の実施やシステム導入などにより、評価精度を

高めることで、人材育成や組織全体の活性化を図ります。 

③正規職員と非正規職員のそれぞれが職責に応じた技能や知識の習得及び向上を図

ります。 

④国、県、公益法人をはじめ、外部への職員の派遣を推進することで、豊かな経験

を持つ人材を育成します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     
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（２）コンプライアンスの推進体制の整備 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 職員課 関係課 総務課 

6 (2) 41 

改 革 項 目 コンプライアンス 18181818に関する研修等の実施 

≪改革内容≫  
  

①法令を遵守する意識、不祥事の根底となる倫理意識を鍛えなおすことにより、公

務に対する市民の信頼を確保し、公正な行政運営を行うためコンプライアンスを

推進する体制を整備します。 

②コンプライアンス強化のための研修を実施するとともに、別府市職員倫理規程に

基づく実効担保体制を整備します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

18181818    コンプライアンス：法令遵守。社会規範に反することなく、公正・公平に業務遂行することをいう。 

 

 

（３）多様な人材の確保 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 職員課 関係課  

6 (3) 42 

改 革 項 目 採用試験の見直し及び広報の強化 

≪改革内容≫  
  

①採用にあたっては、試験の見直しや広報の強化により、優れた資質、能力、意

識、可能性を持った人物本位の採用を進めます。特に、専門職の確保が難しい状

況にあることから、リクルート活動を推進するなど、採用試験の広報や PR を行

います。 

②専門性の高い人材を任期付職員 19191919として採用します。 

  

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

19191919    任期付職員：採用時に任期を定めて採用される職員のこと。高度な専門知識を有する人を一定期間のみ必要とする
場合や、特定の業務量が増大する見込みなどから、一定期間職員の増員が必要とされる場合などに採用される。 
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（４）多様な働き方の推進 
 

重要課題 実施項目 通番 
主管課 職員課 関係課 総合政策課 

6 (4) 43 

改 革 項 目 長時間労働の是正及び仕事と家庭の両立支援 

≪改革内容≫  
  

①事務改善プロジェクトを推進するなど、業務量削減や事務事業の見直しに取り組

み、時間外勤務に対する意識改革を含めた業務の合理化・効率化を行います。ま

た、年次有給休暇を取得しやすい環境を整備し、計画的・連続的使用の促進に努

め、長時間労働の是正を図ります。 

②女性、男性を問わず、育児・介護を行う職員が仕事と家庭の両立を図ることがで

きるよう、職員全体がワーク・ライフ・バランス 20202020の大切さを認識し、職場全体

で支援する勤務環境づくりに努め、仕事と家庭の両立を支援します。 

③長期病休職員の復帰を支援します。 

 

目標 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 
目標 

数値        
- 

実施     

 

20202020    ワーク・ライフ・バランス：仕事と家庭が両立しやすい雇用環境づくり 


